
１　職員の任免及び職員数に関する状況
 

人事行政の運営等の状況の公表について

　土浦市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条の規定により、令和４
年度の人事行政の運営等の状況について下記のとおり公表します。

※１ 職員数は、常勤の職員で、再任用職員（短時間を除く）、他団体等への派遣職員及び休職者を含み、
　　会計年度任用職員は含みません。
※２ 行政職等には、企業職（水道課職員）を含みます。
※３ 技能労務職員とは、単純な労務に雇用される職員で、運転手、清掃職員、給食調理員等をいいます。
※４ 令和５年度採用者数には、県からの割愛職員等を含みます。

（１）職種別職員数の状況 （人）

1,009
22

合 計 998 ▲ 29 33 7
0技 能 労 務 職 24 ▲ 2 0

消 防 職 184 ▲ 2 8
25 7 797

1900

令和５年度

当初 退職 採用
新規

再任用
当初

行 政 職 790 ▲ 25

職種区分
令和４年度

（２）職種別応募採用者数

　令和4年10月1日採用 (人)
職種区分 応募者数 受験者数 採用者数 採用試験受付期間　　

事務職 83 80 9 　　令和4年5月20日～5月31日

土木職 2 2 1 第１次試験実施日

消防職Ａ 40 39 4 　　令和4年6月10日～6月13日

消防職Ｂ 8 8 0 第２次試験実施日

合　計 133 129 14 　　令和4年7月12日～8月8日

　令和5年4月1日採用 (人)
職種区分 応募者数 受験者数 採用者数 採用試験受付期間　　

事務職 280 259 6 　　令和4年8月1日～8月10日

土木職 9 8 1 第１次試験実施日

機械職 3 1 0 　　令和4年8月23日～8月29日

保健師 5 5 1 第２次試験実施日

理学療法士 9 9 1 　　令和4年9月16日～10月28日

心理士 3 3 1
保育士 8 7 1
学芸員 11 11 0
司書 22 20 1

消防職Ａ 56 54 2

消防職Ｂ 37 36 2

合　計 443 413 16



２　職員の人事評価の状況（令和４年度）

３　職員の給与の状況　（※　給与とは、給料と手当の合計額をいいます）
（１）給与支給総額（令和４年度決算見込額）

※特別職を含まず、再任用短時間勤務職員分を含みます。

（２）過去３年間のラスパイレス指数の状況

　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

国の職員数を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員

の俸給月額を100として計算した指数

※指数は地域手当補正前

（３）初任給、平均年齢、平均給料月額（令和4年4月1日現在）

退職手当
Ｅ

547,541

評価の種類

態度評価、業績評価

態度評価、業績評価（目標管理を含む）、
能力評価

1,026 3,487,624 1,124,458 1,469,255

区　分

態度・業績評価

総合評価

評価期間

令和4年4月1日から令和4年9月30日ま
で

令和4年10月1日から令和5年3月31日
まで

6,628,878

職員数
Ａ

給　料
Ｂ

職員手当
(期末勤勉手当除く)

Ｃ

期末勤勉手当
Ｄ

大卒　195,500
40.5歳

令和２年 令和３年

94.7 94.8

職種区分 初任給 平均年齢 平均給料

294,515
高卒　150,600

令和４年

94.7

合　計
Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ

消　防　職
大卒　215,800

37.2歳 299,979
高卒　169,900

技能労務職 51.2歳 277,404

（円）

企　業　職 41.5歳 290,650
高卒　150,600

行　政　職

高卒　147,900

（千円）

大卒　195,500

　（３）任命権者別職員数の状況
（人）

合　　　計 998 1,009 11

農業委員会 7 6 ▲ 1
消防長 184 190 6

選挙管理委員会 2 2 0
代表監査委員 4 4 0

議　長 8 8 0
教育委員会 77 78 1

市　長 716 721 5

任命権者
職員数

R4.4.1 R5.4.1 対前年増減



（４）主な職員手当の状況（令和5年3月31日現在）

職員に支給する主な職員手当は次のとおりです。

　 6月　…　期末手当：1.200月分、勤勉手当：0.950月分
　12月　…　期末手当：1.200月分、勤勉手当：1.050月分
　 計　　 　期末手当：2.400月分、勤勉手当：2.000月分

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間（令和5年3月31日現在）

※　施設等においては、上記の勤務時間と異なる場合があります。

○　正規の勤務時間を超えて勤務した職員に対して支給しています。

○　危険・不快又は困難な勤務等に従事する職員に対して支給しています。

手当の名称 内　　容

午前8時30分～午後5時15分（1日7時間45分） 正午～午後1時

○　平成18年4月から、給与構造改革による基本給の引下げに伴い、地域の民間
　賃金水準を公務員給与に適切に反映させるよう創設された手当です。
　　支給率は、国の支給率に準じて定めることとされています。
　（給与基礎額の10％を支給）

○　月額16,000円を超える家賃を支払っている職員に対して、家賃の半額程度を
　月額28,000円を限度に支給しています。

○　電車やバス等の利用者に対し、6か月定期の価額を基本として支給し、自家
　用車等の利用者に対しては、片道2㎞以上で距離に応じ2,000円から31,600円
　を支給しています。

休憩時間　※

特 殊 勤 務 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

時間外勤務手当

○　扶養親族のいる職員に対し、生活費の補てんを目的に支給しています。
　　扶養親族の範囲は、他に生計の途がなく、主としてその職員の扶養を受けて
　いる者をいいます。
　（配偶者…月額6,500円、子…月額10,000円～15,000円、父母等…月額6,500円）

期末勤勉手当

退 職 手 当

○　民間企業のボーナスに当たる期末手当及び勤勉手当は、年間で、給料月額の
　4.40月分を6月・12月の2回に分けて支給しています。

　茨城県市町村総合事務組合の退職手当条例に基づき、退職時の給料、勤続年数
　等に応じて支給しています。

正規の勤務時間

管 理 職 手 当

扶 養 手 当

地 域 手 当

○　管理又は監督の地位にある職員のうち規則で指定する者について、その職務の
　特殊性に基づき、月額25,000円から110,000円を支給しています。



（２）休暇（令和4年3月31日現在）

５　職員の休業に関する状況

（１）育児休業の取得者数（令和４年度における取得者）

（２）介護休暇の取得者数（令和４年度における取得者）

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の件数（令和４年度）

休暇の名称 内　　容

○　4月1日を基準として、1年につき20日間
○　年度の中途において新たに職員となる者は、当該年度における在職期間に応じた日数

7
女性職員

年 次
休 暇

特 別
休 暇

区　分 1年以下 1年超2年以下 2年超3年以下 合　計

0 0 0

心身の故障の場合 0 0 23 0 23
職に必要な適格性を欠く場合 0 0

区　分

32 53

（件）

（人）

女性職員 0

0 23

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じ
た場合

0 0 0 0 0

合　　　計 0 0 23

休職

※　分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保という目的から、一定の事由があ
る場合に、職員の意に反して免職や休職などの処分を行うことです。

合計

○　職員が配偶者、父母、子等で、負傷、疾病又は老齢により、2週間以上の期間にわた
　り日常生活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務しないことが相当であると
　認められる場合
○　3回を超えず、かつ、通算して6か月を超えない期間内において必要と認められる期間
○　勤務しない期間（時間）は無給

勤務実績が良くない場合 0 0

○　子の看護、結婚、出産その他特別な事由により、職員が勤務しないことが相当である
  ものとして規則で定める場合必要と認める期間

○　職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ない
　と認められる場合
○　私事による負傷又は疾病のため療養する場合は、90日以内において必要と認める期間

0

32 60
8

0 0 0

介 護
休 暇

区　　分 降任 免職 降給

療 養
休 暇

男性職員 0

合　計 15 13

　（人）

男性職員 7 0
13

取得者数



（２）懲戒処分の件数（令和４年度）

７　職員の服務の状況

８　職員の退職管理の状況

９　職員の研修の状況

（１）職員研修の状況（令和４年度）

10　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）厚生福利制度

○　各種見舞金、祝金、弔慰金等の給付を行う。

○　スポーツ大会、レクレーション事業、短期 　

　人間ドック受診助成等を実施する。

○　生活資金等の貸付を行う。

（人）

0

自主研修

0 1

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 0 0 0 0
合　　　計 0 1

48

区　分

職務に専念する義務の免除

営利企業等の従事許可

件数

169

※　懲戒処分とは、職員に職務上の義務違反や全体の奉仕者としてふさわしくない非行があった場合
　に、その道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序を維持することを目的として、職
　員に制裁として免職や減給などの処分を行うことです。

地域活性化シンポジウム等

備考

消防試験監督員等

（人）

階層別研修 階層別指定職員 430

区　分 件数 備考

再就職者による依頼等 0件

希望職員 6

研修名 対象者 人数

免職 合計

0
職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 0 1 0 0 1

法令に違反した場合 0 0 0 0

派遣研修 指定職員，希望職員 30
消防職員に係る研修 新任消防職員，指定職員 38

指定職員，希望職員 70

人事評価研修 新任係長級職員及び現任評価者 118
専門研修

区　　分 戒告 減給 停職

短期給付事業

長期給付事業

福祉事業

○　組合員とその家族の病気・出産・災害等に対して必要な給付を行う。

○　組合員の退職・障害・死亡に対して年金又は一時金の給付を行う。

○　健康診査等の健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金の貸付等を行う。

○茨城県市町村職員共済組合

主な事業 事　業　内　容

5,795 ―

福利厚生事業 9,980 6,000

○土浦市職員互助会

主な事業 事　業　内　容
事業費（令和４年度）

うち市補助金

（千円）

メンタルヘルスケア ○　講習会の開催や心の健康相談等を実施する。

貸付事業

○その他

主な事業 事　業　内　容

健康診断 ○　職員に対し定期健康診断や胃・肺・大腸ガン検診等を実施する。

給付事業



（２）公務災害等認定件数（令和４年度）

（３）利益の保護の状況（令和４年度）

不利益処分に関する審査請求 0件

通勤途中の災害 2件

区　　分 件数

勤務条件に関する措置の要求 0件

区　分 件数

公務中の災害 3件


